
注記事項
貸借対照表関係
１ 運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額

31¶028¶481¶786円
退職給付債務及びその内訳 （単位：円）

] 退職給付費用の内訳 （単位：円）

平成23事業年度

\ 勤務費用 2¶210¶566¶923

] 利息費用 561¶642¶095

^ 期待運用収益 0

_ 過去勤務債務の費用処理額 0

` 数理計算上の差異の費用処理額 306¶857¶178

a その他（厚生年金基金加入者掛金） � 340¶323¶856

^ 退職給付債務などの計算基礎

平成23事業年度

\ 割引率 退職年金 2•0％
] 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
^ 数理計算上の差異の処理年数 １年
_ その他（会計基準変更時差異の処理年数） １年

２ 運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額
775¶480¶759円

３ 固定資産減損関係
\ 減損を認識した固定資産
{ 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要
以下の資産について減損を認識しております。

（単位：円）

資 産 名 称 用 途 場 所 種類 減損前帳簿
価額

当期減損損
失額

当期末減損
損失累計額

大阪国際セン
ター

研修員宿
泊施設

大阪府茨
木市

建物 3¶284¶026¶330 2¶791¶569¶160 2¶791¶569¶160

構築物 21¶425¶234 18¶212¶404 18¶212¶404

土地 780¶478¶000 519¶548¶000 519¶548¶000

ハイツサンライ
ズ607号室他、
計28戸

職員住宅 名古屋市
中区他

建物 142¶215¶413 31¶552¶922 31¶552¶922

土地 161¶446¶842 22¶666¶472 22¶666¶472

\ 退職給付債務及びその内訳 （単位：円）

平成23事業年度末

\ 退職給付債務 � 41¶877¶411¶524

] 年金資産 10¶848¶929¶738

^ 未積立退職給付債務\＋] � 31¶028¶481¶786

_ 会計基準変更時差異の未処理額 0

` 未認識数理計算上の差異 0

a 未認識過去勤務債務（債務の減額） 0

b 貸借対照表計上額純額^＋_＋`＋a � 31¶028¶481¶786

c 前払年金費用 0

d 退職給付引当金b－c � 31¶028¶481¶786
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４ 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は
計上しておりません。
厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基金への掛金及
び年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上しておりま
せん。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第38に基
づき計算された退職給付引当金の当期増加額を計上しております。
５ 引当金等の計上根拠及び計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については延滞債権等への移行率等により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。
６ 有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的債券
償却原価法（定額法）を採用しております。

７ たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品
先入先出法による低価法を採用しております。

８ 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。
９ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成24年３月末利回りを参考に0•985％で計算しております。

10 リース取引の処理方法
リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方
法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が３百万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。

11 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

12 重要な会計方針の変更
当事業年度より、独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解（平成12年２月16日（平
成23年６月28日改訂））並びに独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関するＱ＆Ａ
（平成12年８月（平成24年３月最終改訂））を適用しております。
上記改訂により、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）の処分（売却）に関する会計処
理については、当該資産の除売却差額を損益計算書上に計上せず、資本剰余金を減額しているため、
当期純利益及び当期総利益がそれぞれ64¶911¶890円増加しております。

13 表示方法の変更
損益計算書の経常費用について、前事業年度においては、独立科目として掲記していた「国・課
題別事業計画関係費」「フォローアップ関係費」「事業評価関係費」「研究関係費」を、当事業年度は、
予算科目の組替えにより「援助促進関係費」に集約して表示しております。
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